
＜エネルギーキャリア＞

２６年度の主な成果

⽔素キャリアであるアンモニアを灯油に３
０％混ぜてガスタービンで燃焼させ２１
ｋＷの発電に成功（世界初）
今後、アンモニア100 %で発電実証を

⾏う予定
本研究成果により、⽔素キャリアとしての

アンモニア利⽤技術が進展

3

＜次世代パワーエレクトロニクス＞
 次世代⾼効率・⼩型電⼒変換器実現に向け

た研究開発を推進、従来⽐で損失1/2以下、
体積1/4以下を⽬指す

 HV⽤については、SiCパワーデバイス、及び従
来のはんだに代わるメッキによる⾼⽣産性接合
技術がキーテクノロジーであり、26年度はメッキ
による接合技術の実証、及びモジュール構造の
設計を完了

 今後本成果を基に、モジュール試作・動作検
証を実施

適用

メッキ リードフレーム

パワーデバイスチップ

従来技術 最終目標

メッキによるチップ接合実証

小型化・効率化
（イメージ）



２６年度の主な成果

＜次世代海洋資源調査技術＞
７⽉の沖縄伊平屋沖の掘削調査、地

層分析、Ｘ線回折分析を実施
この結果、以下を確認し、『海のジパン

グ（⻩⾦の国）』となる可能性が⽰唆
• 南北数キロに渡る世界最⼤規模の熱

⽔鉱床域の広がり
• 掘削試料が⿊鉱（銅・鉛・亜鉛・⾦・

銀の原料鉱⽯）であること

黄銅鉱(CuFeS2）閃亜鉛鉱(ZnS) 方鉛鉱(PbS) 黄鉄鉱(FeS2)
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＜次世代農林水産業創造技術＞

より簡易で正確な⾙毒の機器分析法に必須の
標準液について、微細藻類からの試作に成功、
これにより本年3⽉に機器分析法が公定法に
追加
⾙毒の機器分析法の普及により、誤判定によ

る出荷規制の減少を通じて、年間30〜50億
円のホタテガイの出荷額の増加が⾒込まれる
今後、安定⽣産に必要な⼤量培養技術ととも

に、EPAやDHA等の有⽤栄養素の⽣産技術
の研究開発を推進

微細藻類大量培養技術 貝毒認証標準液生産技術

EPA、DHA等生産技術

DHA等の写真

試供品
の

写真P.lima

Aurantiochytrium
DHA高生産株

有毒渦鞭毛藻



「制度全体の中間評価」及び「各課題の年度末評価」につい
て、以下のプロセスを経て、ガバニングボードが外部有識者
を招聘して評価を実施。

1) 制度全体の中間評価

アンケート調査 → 事務局による自己点検
対象：①PD、 ②管理法人、

③関係府省、 ④研究責任者 全４６主体

2) 各課題の年度末評価

研究責任者による自己点検 → ＰＤによる自己点検
管理法人による自己点検

２６年度評価の実施方法

○評価プロセス
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○評価項目

１）制度全体の中間評価

以下の項目について評価を実施。
①予算の仕組み
②実施体制
③その他（知財管理の在り方、評価手法の在り方、情報管理や利益誘導

防止等の仕組みの在り方、広報活動の在り方）
④その他特記事項

以下の項目について評価を行うとともに、総合評価（Ａ～Ｄ）を実施。
①意義の重要性、SIPの制度の目的との整合性
②目標（特にアウトカム目標）の妥当性、目標達成に向けた工程表の達

成度合い
③適切な体制構築/マネジメントがなされているか。
特に府省連携の効果がどのように発揮されているか

④実用化・事業化（出口）への戦略性、達成度合い
⑤その他特記事項
⑥平成２７年度計画

２）各課題の年度末評価
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＜総合科学技術・イノベーション会議 有識者議員（８名）＞
久間 和生 常勤議員（元 三菱電機株式会社 常任顧問）
原山 優子 常勤議員（元 東北大学大学院 工学研究科 教授）
小谷 元子 東北大学 原子分子材料科学高等研究機構長 兼 大学院理学研究科数学専攻教授

内山田竹志 トヨタ自動車株式会社 取締役会長
中西 宏明 株式会社日立製作所 代表執行役 執行役会長 兼 取締役
橋本 和仁 東京大学大学院 工学系研究科 教授
平野 俊夫 大阪大学 総長
大西 隆 日本学術会議 会長

＜外部有識者（９名）＞
上杉 邦憲 JAXA（航空宇宙研究開発機構）名誉教授
瓜生健太郎 瓜生・糸賀法律事務所 代表・パートナー、弁護士
金谷 年展 東京工業大学 ソリューション研究機構 特任教授
小池 勲夫 東京大学 名誉教授
小林 敏雄 東京大学 名誉教授
濱田 政則 早稲田大学 名誉教授、アジア防災センター センター長
牧野 二郎 牧野法律事務所、弁護士
室伏きみ子 お茶の水女子大学 名誉教授、NHK経営委員会委員
吉本 陽子 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 経済・社会政策部 主席研究員

○評価者
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１）制度全体の中間評価

（１）予算の仕組み：
<肯定的な評価>
・内閣府計上、当初配分・追加配分の２段階配分など新たな制度を導入して
いる

<改善すべき点>
・予算配分プロセスを早期化・短縮化すべき
・各省庁・管理法人間の一層の情報共有が必要

（２）実施体制：
<肯定的な評価>
・PDを中心に産学官の新たなネットワークが構築されている

<改善すべき点>
・課題間の連携、相乗効果をもたらす仕組みを検討すべき

２６年度評価結果のポイント
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（３）その他（知財管理の在り方、評価手法の在り方、情報管理や利益誘導防止
等の仕組みの在り方、広報活動の在り方）：

<肯定的な評価>
・評価方法について評価基準を予め設定しているなど、概ね適切

<改善すべき点>
・各課題や管理法人の仕組みなどを共有し、よりスムーズな運営となるよ
うサポートすべき
・PDの活動による効果をもっと評価すべき

（４）その他特記事項：
<肯定的な評価>

・全体的には適切な運営がなされており、制度としての大きな問題はない
<改善すべき点>

・非常に分散化している印象を受けた。個々の成果が出ている点は見事と
思うし、高く評価すべきと思うが、大きな枠組みとして普遍化・目える化が
できるか

・それぞれのプロジェクトの成功、失敗の原動力や継続性はどこに起因す
るのか（資金なのか、手法なのか、教育なのか）分析をすべき
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課題名 評価結果
（注）

革新的燃焼技術 B

次世代パワーエレクトロニクス B

革新的構造材料 A

エネルギーキャリア A

次世代海洋資源調査技術 B

自動走行システム B

インフラ維持管理・更新・マネジメント技術 B

レジリエントな防災・減災機能の強化 B+

次世代農林水産業創造技術 B

革新的設計生産技術 B+

（注）各評価者は、以下を参考に総合評
価を行った。

A：適切に設定された目標を達成して
おり、実用化・事業化も十分見込ま
れるなど想定以上の成果が得られて
いることから、次年度予算は要望額
を上限として配分すべき。
B：目標の設定・達成ともに概ね適切
である等当初予定通りの成果が得ら
れていることから、次年度予算は前
年度当初予算額を上限として配分す
べき。
C：目標の設定又はその達成状況が十
分ではない等予定を下回る成果と
なっていることから、次年度予算は
前年度当初予算額の８割を上限とし
て配分すべき。
D：目標の設定、その達成状況その他
大きな改善を要する面が見られるこ
とから、次年度予算は前年度当初予
算額の８割未満とすべき。

さらに、各評価者による総合評価の結
果を、A=3点、B=2点、C =1点、D=0点、
として、平均点を算出（小数点第二位を
四捨五入）し、この平均点に応じてA、
B+、B、B-、C、Dの評価結果とした。

➀総合評価

2)各課題の年度末評価
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各課題の年度末評価

<肯定的な評価>
・PDの強力なリーダーシップによって研究開発体制の構築、目標・工程表の具
体化、マネジメントが行われており、評価できる。（革新的構造材料）

・PD、サブPD、各省庁、産官学の役割分担は明確である、戦略策定WGにお
いて統合的に各テーマを推進している、テーマの加速、統廃合などもスピー
ディーに実施されており、現実的な技術開発体制が組まれていると判断できる
とともに、中間的自己点検の成果がみられる。（エネルギーキャリア）

・省庁連携を軌道に乗せたことは評価できる、３年後のプロトタイプ、５年後実用
化という計画は良い。（レジリエントな防災・減災機能の強化）

・興味深い課題であり、今後の進捗に期待、各論はしっかり進められている、地
域クラスター化や地域・中小企業の活性化に結び付きそうである。（革新的設
計生産技術）

➁個別のコメント（例）
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<改善すべき点>
・産学官連携の拠点である大学の意識改革や実験の整備等の遅れをどのように今後挽
回するのか。（革新的燃焼技術）

・実用化に向けた展開の方向性が明確ではない。 （次世代パワーエレクトロニクス）

・資源調査産業創出のためには技術開発のみならず、コスト目標の設定も必要であり、
AUV、ROV、通信機器等のコンポーネントの国際展開も視野に入れた、国際標準化の
ターゲットの明確化も必要。（次世代海洋資源調査技術）

・国際協調と国際標準化活動も積極的に取り組んでいるが更なる加速が必要。特に、地
図のフォーマット、レベル１～４の詳細定義で国際標準を優位に進める必要がある。（自
動走行システム）

・ロボット技術とこれまでの土木分野を超えた課題も含め６０課題もの幅広い技術開発を
目指しているが、これらが開発後現場で活用されるようエンドユーザーとの密な対話を期
待する。（インフラ維持管理・更新・マネジメント技術）

・ＳＩＰというには羅列的に新しいテーマを集めただけの印象がある。共通技術の構築や抜
本的課題の解決手法の開発など、全体としての戦略性を明確にすべき。（次世代農林
水産業創造技術）
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